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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻正規君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻正規君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。

田嶋孝安議員の登壇を願います。

田嶋議員。

○２番（田嶋孝安君） ２番拓心会田嶋孝安

です。通告に基づきまして、一般質問をさせ

ていただきます。

私たちを取り巻く環境は、人口減少、少子

高齢化をはじめとした新たな問題が山積され

てきております。

時代の変化により新しい技術や新しいビジ

ネスもふえ、生活環境もめまぐるしく変化を

遂げていることも感じるところではございま

すが、新しい技術、生活環境は地方において

変化は少なく、経済はよくなっているようで

いても、景気が回復しているように見えて

も、厳しさを拭えないように感じる状況にあ

ります。

これは、どこも一緒だと言える話でもあり

ますが、１０年後、２０年後、この先におい

て、地方は地方のよさを打ち出し、地方が生

活やビジネスの中心になってもおかしくない

状況にもかかわらず、都市部への人口流出に

歯どめがかかっていない。歯どめをかけるの

も重要でありますが、都市部への流出する手

だてを打たなくてはいけません。

経済市場規模の縮小や人材・人手不足など

による経済力、活動の低下、さらには２０４

０年には消滅してしまう可能性のある市町村

があると言われている中で、私たちのまちの

生き残りをかけ、地方の活力を少しでも増進

させて、将来的にも発展を可能とする三沢市

でありたい。

このような中で求められているのは、人や

企業から選ばれる、選んでもらうまちづくり

を進めていくことではないでしょうか。その

ためには、産業の発展や生活の環境充実など

を図るだけでなく、総合的、戦略的にまちの

認知度やイメージを高めていくための取り組

みを進めて、私たちのまちの魅力を効果的に

市内外、全国的に売り込んでいく、いわば自

治体の営業活動であるシティプロモーション

が必要です。

そこで、三沢市を全国に売り込むためのシ

ティプロモーションについて伺います。

まずは一つ目として、基本的な考え方につ

いて伺います。

二つ目に、現在の取り組み状況について伺

います。

そして三つ目に、今後の計画について伺い

ます。

次に、インバウンドについてですが、２０

２０年のオリンピック・パラリンピック並び

に訪日外国人を中心とした観光客を見据え、

各自治体ではおもてなしについて検討を行

い、地域の特色を出す努力がされておりま

す。

その特色について、まずは情報についてで

すが、現在ではスマホなどを用いて情報が共

有され、調べる、配信するという行為が行わ

れている。また、通信環境の状況によって

は、外国人の方々のコミュニケーションツー

ルとして使用が可能となるということなどを

踏まえ、無料公衆無線ＬＡＮ・無料Ｗｉ－Ｆ

ｉの整備が不可欠であると考えます。

また、２０２０年パラリンピックに向け、

カナダのウィルチェアーラグビーチームの事

前キャンプ地に内定している三沢市におい

て、チームの関係者の三沢在住を国際交流ス

ポーツセンターや国際交流教育センターだけ

にとどめず、三沢市内各場所に足を運んでも

らい、多くの外国人の方々に三沢市を歩いて

知っていただく機会をつくるためにも整備が

必要であると感じます。
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さらには、災害時の電話に次ぐ第２の連絡

網としての活躍なども見込めこともあわせ、

取り組みが必要だと考えます。

また、地方において都市部にない財産とし

て眠っているのは古民家であると考えます。

古民家と聞くと、とても古い重要文化財に指

定されるような古く立派な建築物やカヤぶき

屋根など、今では余り見ることのできないよ

うな建築物などを思い浮かべますが、建築基

準法が制定される１９５０年前の建築物が対

象となり、その当時の建物を再現するも、今

となっては建築基準法の関係があり、建てる

ことができないものとなっております。

周りを見渡すと、もしかしたらと思える建

物もあるのではないでしょうか。この建物は

多くの震災を乗り越え、その家族を守ってき

た建物です。とても価値のある建物ではない

でしょうか。このような建物を観光をはじめ

として多くの方たちと触れ合いを持つ地域の

財産として活用することが必要ではないで

しょうか。

現在、古い建物について、解体処分の流れ

が大半であると感じますが、利活用について

働きかけも必要であると考えます。

そこで、２点伺います。

一つ目は、無料Ｗｉ－Ｆｉ整備について伺

います。

二つ目は、古民家活用のための働きかけに

ついて伺います。

以上になります。よろしくお願いいたしま

す。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの田嶋

孝安議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの田嶋議員御質問のシティプロ

モーションについての第１点目、基本的な考

え方については私から、そのほかにつきまし

ては担当部長からお答えをさせますので、御

了承願いたいと思います。

日本の総人口が減少する時代に入り、東京

などの大都市を除く地方の人口減少が顕著に

なっている中、国は地方創生をスローガンに

地方自治体の人口減少対策を支援しており、

全国の地方自治体において定住促進、あるい

は移住者獲得のための取り組みが盛んに行わ

れているところであります。

また近年は、韓国、中国、台湾など、とり

わけアジア地域からの観光客がふえたことに

よる日本を訪れる外国人観光客数が過去最高

を記録していることもあって、地方自治体に

おける観光客誘致の取り組みもまた加速して

いるところであります。

このような状況にあって、当市といたしま

しても三沢のよさを他地域の人々に知っても

らうための宣伝活動を強化する必要があると

感じており、三沢市の魅力を内外に発信し、

移住者や観光客、企業などを呼び込み、地域

経済を活性化させる手段としてシティプロ

モーションは重要であると考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） シティプロモー

ションの第２点目、現在の取り組み状況につ

いてお答えいたします。

市では、三沢市観光協会などとともに観光

の見どころや特産品、あるいはイベントなど

の情報をインターネットを通じてウエブサイ

トやフェイスブックで発信しているほか、テ

レビ番組の取材を招いての宣伝や大都市での

特産品販売における市長によるトップセール

ス、東京などでの移住希望者相談会への出

展、三沢への移住に関する専用ウエブサイト

である移住ポータルサイトでの情報発信、企

業訪問によるＰＲなどを実施しているところ

でございます。

また、三沢市観光大使として６名の方を委

嘱し宣伝に御協力いただいているほか、広報

みさわ６月号において、移住ポータルサイト

を遠くで暮らす知人などへお知らせくださる

よう市民の皆様にも御協力を呼びかけたとこ

ろでございます。
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次に、第３点目の今後の計画についてお答

えいたします。

市では、今後ますます深刻化すると予想さ

れる国内の人口減少に対応するため、移住・

定住の促進に力を入れたいと考えておりま

す。その一環として、さきに述べたシティプ

ロモーションの取り組みを三沢市観光協会な

どの関係機関と連携して、引き続き推進した

いと考えております。

特に、本年は市制施行６０周年とも絡めて

宣伝に努めているところであり、今後もさま

ざまな機会を捉えて三沢市の知名度向上、イ

メージアップを図ってまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） インバウンド、

外国人の観光対策についての第１点目、無料

Ｗｉ－Ｆｉ整備についてお答えいたします。

インバウンド、いわゆる訪日外国人旅行客

につきましては、近年、急速に増加してお

り、平成２９年度延べ宿泊者数は、青森県に

おいて前年比約６７％増の約２４万人泊に上

り、東北１位となったところであります。

また、当市におきましても、星野リゾート

青森屋を中心に、平成２８年度には約２万

４,０００人泊、平成２９年度においては、

一部の聞き取りから県と同等程度の伸びと

なっているものと認識しているところであり

ます。

なお、市内における無料Ｗｉ－Ｆｉの整備

状況につきましては、現在、把握していると

ころとして、公会堂、図書館、くれ馬パー

ク、三沢駅、市役所及び三沢空港の一部、航

空科学館、コンビニエンスストア全店、マク

ドナルド、イエローハット、スカイプラザが

ございます。これら無料Ｗｉ－Ｆｉの整備

は、特に外国人旅行客の受け入れ態勢の充実

を図る上では欠かすことができないものであ

り、その安定した運用を図っていくために

も、事業者のみならず行政としても積極的に

取り組んでいくことが必要だと考えておりま

す。

次に、第２点目の古民家活用のための働き

かけについてお答えいたします。

古民家については、その定義が定まってい

ないところでありますが、青森銀行など東北

の地方銀行６行などでつくる東北観光金融

ネットワークが古民家や旧酒蔵などを歴史的

資源と捉え、観光振興に生かすよう提言リ

ポートをまとめたことが報じられておりま

す。

三沢市においては、古民家に関する調査を

行っておりませんが、市民提案事業の中で古

民家を活用している例もあり、インバウンド

においては全国的な民泊需要の高まりもあり

ますので、これらを踏まえ、観光振興に向け

研究を重ねてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 田嶋議員。

○２番（田嶋孝安君） 御答弁ありがとうご

ざいます。

まずは、シティプロモーションについての

１点目につきましては、考え方でございます

ので、これに関しては再質問はございませ

ん。

インバウンドの点につきましても、無料Ｗ

ｉ－Ｆｉにつきましても、まずは観光振興に

ついてということもありまして、行政として

の働きとしては積極的にというお話もいただ

きましたので、理解しました。

そして、２番の古民家についても、観光振

興という点についてのことで、検討といいま

すか研究されるということでございますの

で、こちらについても再質問はございませ

ん。

シティプロモーションについての２番、３

番の件につきまして、再質問をさせていただ

きたいと思います。

まず、現在の取り組み状況という中でお話

が出ておりましたけれども、まずは観光大使

の方が６名いらっしゃるという流れでござい

ますが、この方々をやはりもっともっと活用

するべきものではないのかなというように感
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じております。

済みません。２番と３番の内容を含めて再

質問をかけさせていただきますが、まずは観

光大使の中にいらっしゃいます太田幸司さん

でございますが、やはり三沢市を全国的に売

り込んだ方だというふうに私自身感じており

ます。やはり全国各地に行けば、三沢と言え

ばやはり三沢高校、そして伝統の甲子園での

野球、準優勝、この試合に関してのお話をよ

くされる方がいらっしゃいます。

そんな中で、ことし三沢市は市制６０周年

ということもございますが、太田幸司さんを

はじめとした三沢高校、甲子園での大会が来

年で節目の５０周年という状況になります。

高校野球の甲子園もことし１００周年という

状況はありますが、新たなスタートという状

況のある中で、私たちの三沢の大きなシティ

プロモーションとして生かされた、太田幸司

さんをはじめとした甲子園での内容というも

のを使わない手はないのではないのかなとい

うように感じております。

甲子園を使ってという話について言えば、

深浦町においても、ことし楽天生命パーク宮

城において冠協賛をした形での白神山地とマ

グロの町という形でアピールをされておりま

す。また、むつ市においても、本州てっぺん

からの観光プロモーション事業ということ

で、こちらはたしか明治神宮球場において開

催されております。

三沢市においても、全国的にこの三沢を

売って、本当にある年代の方々はもう三沢と

言えば三沢高校、この甲子園での活躍という

のを記憶にしているのが５０年前になる。今

４９年、来年で５０年という節目、この内容

をやはり使わない手はないのではないのかな

というように私自身感じております。

そんな三沢の観光大使の方々、とてもすば

らしい方々がいらっしゃいます。森本様にお

かれましても、やはり活躍されている方でも

あります。そんな方々とともに、やはりこの

三沢を全国的に売り込む。

そして、先ほど定住・移住の話もありまし

たが、やはり三沢に興味を持ってもらう。そ

して、三沢市にいらっしゃった方はたくさん

いらっしゃるはずです。その思い出をその機

会を通じて思い起こす機会をつくるというの

は非常にいいような内容になっていくのでは

ないかというように感じている次第でござい

ます。

そんな形で三沢市、今、子供たちにしても

本当に一生懸命全国的に頑張っている子供た

ちもいらっしゃいます。その子供たちを踏ま

え、三沢市を大いに全国に発信する、そんな

プロモーションを、シティプロモーションを

するというような考えがないかどうか、お伺

いします。よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再質問にお答え

いたします。

先ほど、三沢高校の甲子園準優勝の試合と

いうことで、ことしは４９年、来年は５０周

年ということであります。当時それをテレビ

やラジオで見聞きした全国の人々も、深く記

憶に刻まれていることと思います。

また現在、三沢市観光大使としてお受けし

ていただいております太田幸司さんはじめ６

名の方がいらっしゃいますので、その方とも

御相談しながら、何かいい事業がないか考え

ていきたいと思います。

また、いずれにいたしましても、三沢市の

知名度向上、イメージアップを図ってまいり

たいと考えておりますので、よろしくお願い

します。

以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 以上で、田嶋孝

安議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

澤口正義議員の登壇を願います。

澤口議員。

○７番（澤口正義君） おはようございま

す。７番澤口正義です。通告に基づきまして

質問させていただきます。

このたび、「未来へつなぐ 心安らぐ 国

際文化都市」を基本理念とする第二次三沢市
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総合振興計画が策定され、この平成３０年度

からスタートしました。計画策定に当たり御

尽力された三沢市総合計画審議会の委員の皆

様、また、まちづくり座談会や市民意識調査

に御協力いただいた多くの市民の皆様、そし

て、計画策定に向けて日々取り組まれた種市

市長をはじめ、執行部の皆様には心より敬意

を表するところであります。

皆様御存じのとおり、計画とは、将来実現

しようとする目標と、その目標に到達するた

めの主要な手段または段階等を組み合わせた

ものであり、当然ですが、計画を策定するこ

とが目的ではなく、計画に掲げた目標を効率

的な手段を用いて達成することが重要であり

ます。

計画を策定するという困難なプロジェクト

に携わった市職員の方々は十分に認識してい

るかとは思いますが、このすばらしい計画を

より実りのあるものとするためには、現状の

課題を一つ一つ解決しながら、よりよい三沢

市を築き上げていくことが求められます。

その中でも、まちづくりや市民生活に密接

に関連する土地利用の問題は、行政が適切か

つ計画的に推進していかなくてはならない極

めて重要な施策であり、三沢市総合振興計画

が新たなスタートを切る今だからこそ、三沢

市の国土利用計画や都市計画マスタープラン

など土地利用に関する計画の検証と見直しが

急務であると感じているところであります。

今回の私からの一般質問は、現在、そして

将来の三沢市の土地利用計画について、三沢

市がどのような考えであるのか、また、行政

と市民が土地利用に関する方針や理念を共有

し、よりよい三沢市を築いていくために問う

ものでありますので、市民の皆様にもわかり

やすい答弁を期待するところであります。

さて、約５年前の２０１４年５月、日本創

成会議の人口減少問題検討委員会が公表し

た、いわゆる増田レポートが多くの地方自治

体関係者に大きな衝撃を与えたことは、皆様

方にも記憶に新しいことと思います。

詳細については割愛いたしますが、このレ

ポートでは、若年女性の人口動態に注目し

て、人口減少の推移を試算し、行政や社会保

障の維持、雇用の確保などが困難になると予

想される自治体を消滅可能性都市として公表

したもので、２０４０年には全国１,７９１

市区町村のうち８９６市町村が消滅可能性都

市とされました。

幸いにも我が三沢市は、このリストから外

れましたが、本年３月３０日に国立社会保

障・人口問題研究所が発表した２０４５年の

都道府県や市区町村の将来推計人口では、三

沢市の人口は驚くことに、大三沢町制時代の

水準である２万８,７５７人となると推計さ

れ、さらに高齢化率も３８.７％に達すると

予想されております。

少子化や高齢化、人口減少の課題は、行政

活動にとどまらず、社会のあらゆる面に影響

を及ぼし、経済の縮小や社会保障制度の破綻

につながる可能性が大きいと言われておりま

す。次世代が生まれ育たなければ、地域社会

は機能しないことは論をまたないことであ

り、政治に携わる我々にはもちろんのこと、

とりわけ、行政運営を担う執行部の皆様にお

かれましては、想定される危機的状況を全職

員が共有し、一丸となって計画に掲げた都市

像の実現に向けて邁進されることを願うとこ

ろであります。

さて、質問の本題に入りますが、このたび

策定されました第二次三沢市総合振興計画で

は、土地利用基本方針として項目を掲げ記載

されておりますが、一般論的な記述であり、

まちづくりに対する熱意が伝わってきませ

ん。本来であれば、総論、各論の両面から土

地利用における既存の課題や問題点を掘り下

げるなどして、課題の解決方法や発展可能性

などを盛り込んだ将来ビジョンなどが示され

るものと期待しておりましたが、事前の期待

感が大きかった分、現計画に記されている土

地利用基本方針に関しては残念な思いであり

ます。

当市の土地利用に関しましてはさまざまな

検討課題があろうかと思いますが、私は、中
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長期的視点に立ったまちづくりを考えるに、

市の南部に位置する焼山地区と松ヶ平地区の

農地の活用については、個別具体的に検討を

要する事案であると認識しております。

御存じのとおり、両地区の周辺には木崎野

小学校、堀口中学校などの学校施設、大型商

業施設、市立三沢病院、さらにはその周辺に

公園、医療・介護施設、住宅地などが整備さ

れ、現状、これらが農地を取り囲んでいる状

況となっております。とりわけ、焼山地区は

農地が学校や住宅地に取り囲まれ、さらには

交通量の多い道路が外周に位置し、その結

果、農業機械の往来や農薬散布作業などが行

いにくい環境となり、営農地としては好まし

くない状況となっております。

私は、人口減少に係る諸問題が深刻化する

今後においても、市発展のために取り組まれ

てこられた先人たちの取り組みや歴史から多

くを学び、たとえ総人口が減少したとして

も、市民が豊かな暮らしを維持できるような

市政運営を推進することが肝要であり、これ

からの三沢市を担う若者たちに住みよい郷土

を引き継ぐためにも、明確なビジョンのもと

に既存の制度や体制の見直しをし、行政と住

民が一体となってまちづくりを進めていくこ

とが重要であると考えております。

焼山地区と松ヶ平地区の土地利用計画に

限って申しますと、市当局では、これまで長

年にわたり幾度となくさまざまな計画を検討

し、国及び県と協議が行われてきたことは承

知しておりますが、いかんせん法制度の壁は

厚く、道路などの特例施設を除いては認めら

れることなく今日に至っております。その大

きな要因は、これまでの計画を検証、精査す

ることなく国及び県への要望活動を繰り返し

てきたことにあると思います。

今後は、これまでの手法を反省し、的確に

成果につながる手法に変革しなくてはなりま

せん。私自身、市職員として仕えていたころ

の反省も踏まえまして、これまでとは違う自

主性を持った土地利用施策の展開を期待する

ところであります。

このようなことから、第二次三沢市総合振

興計画がスタートし、また、これまで大きな

障害となっていた農業振興事業の利用制限に

関する一部条件の緩和が見込まれるなどの絶

好の機会を逃すことなく、この地区に関する

各種計画の見直しをできるだけ早く行うべき

であると考え、次の点についてお伺いいたし

ます。

まず１点目として、まちづくりに当たって

基礎となる第二次三沢市国土利用計画の見直

しであります。この計画は、国及び県の上位

計画に基づき平成６年３月に制定され、平成

１２年までの計画期間となっておりました

が、現在及び将来の土地利用を踏まえた新た

な三沢市国土利用計画を策定すべきと思いま

すが、当局の考えをお伺いします。

２点目として、第二次三沢市総合振興計画

と密接な関連がある都市計画マスタープラン

の見直しが必要かと思いますが、当局の見解

をお伺いします。

３点目として、これら二つの地区に係る三

沢市農業振興地域整備計画の抜本的な見直し

を行うべきと考えますが、当局の見解をお伺

いします。

以上で、壇上からの質問を終わります。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの澤口

正義議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの澤口議員

御質問の土地行政の見直しについての第１点

目、新たな国土利用計画の策定については私

から、そのほかにつきましては担当部長から

お答えをさせますので、御了承願いたいと存

じます。

当市の国土利用計画は、国土利用計画法に

基づく市の土地利用に関する基本的事項を定

める計画として、これまで昭和５８年に三沢

市国土利用計画、議員おっしゃるように、平

成６年に第二次三沢市国土利用計画を策定し

てまいりました。特に平成１２年を目標年と

した第二次三沢市国土利用計画は、安全性、
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快適性及び健康増進等の関連からの土地利用

の質的向上を目指すものとなっており、その

計画の方向性は現在においても重要な指針と

なっております。

しかしながら、近年、全国的に進む少子高

齢化と人口減少による土地の管理、整備の低

下や自然環境と美しい景観等の悪化への対応

に加え、東日本大震災に見られる未曽有の災

害に備えた土地利用が社会全体で求められて

いることから、国は平成２７年度に国土利用

計画の見直しを行い、それを受け、青森県も

平成２９年度に国土利用計画を見直ししまし

た。

このようなことから、当市といたしまして

も、新たに国や県が示した課題や基本方針を

踏まえつつ、今年度内に当市独自の課題や将

来の可能性を加味した市全体の土地利用の方

向性を示す第三次三沢市国土利用計画を策定

することといたしております。

計画の策定に当たっては、市内有識者等に

よる三沢市国土利用計画等検討委員会を設置

し、専門的な見地からの審議をいただくとと

もに、市民懇談会や、あるいはパブリックコ

メントなどからの御意見も踏まえ、市民ニー

ズに対応した計画を策定してまいりたいと考

えております。

なお、国土利用計画は、市全体の土地利用

のビジョンを定めるものであることから、個

別地区の土地利用のあり方を記すものではご

ざいません。しかしながら、当市の将来にわ

たるまちづくりを考えますと、個別地区の土

地利用計画も必要であろうと考えております

ことから、国土利用計画策定後には、まずは

堀口地区、通称でありますが焼山地区につい

て、開発や、あるいは保全を含む総合的な土

地利用について検討し、その方向性を示して

まいりたいと考えております。

私からは、以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） 土地行政の見直

しについての第３点目、焼山地区と松ヶ平地

区にかかわる農業振興地域整備計画の抜本的

な見直しを行うべきとの御質問についてお答

えいたします。

農業振興地域整備計画は、農業振興地域の

整備に関する法律に基づき策定されており、

その策定に当たっては、農業の健全な発展を

図るため、国土資源の合理的な利用の見地か

ら農業上の利用と他の利用との調整に留意

し、農業振興に関する施策を計画的に推進す

ることを旨とするということが期待されてお

ります。

当市における農業振興地域整備計画は昭和

４９年に策定され、その後、社会情勢の変化

とともに集団移転先地などの住宅地、道路や

小中学校等の公共用地、工業団地、大型商業

施設用地などの必要性により、農業振興地域

の変更や農用地区域からの除外が行われるな

ど、その都度、計画の調整が行われてきたと

ころであります。

なお、平成２９年度における焼山地区と松

ヶ平地区の農地の利用状況といたしまして

は、焼山地区が全面積約５８ヘクタールのう

ち約４３％、松ヶ平地区が約３４ヘクタール

のうち約４７％で農作物の作付を行ってお

り、農業振興地域内の農用地区域に指定され

ていることで税制上の優遇措置や補助金制度

など、土地所有者や耕作者にとりましてもメ

リットがあるところであります。

したがいまして、三沢市農業振興地域整備

計画の抜本的な見直しについては、これらの

状況も考慮し、当市の将来像を見据えて策定

する国土利用計画との調整を図りながら市内

全域の農地計画を検討する中で、焼山地区及

び松ヶ平地区の個別具体的な用途についても

検討してまいりたいと考えております。

以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 建設部長。

○建設部長（高橋常幸君） 土地行政の見直

しについての第２点目、都市計画マスタープ

ランの見直しについてお答えいたします。

都市計画マスタープランは、都市計画法第

１８条の２において、市町村の都市計画に関

する基本的な方針として定めるものとされて
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おり、都市の将来ビジョンとその実現に向け

た具体的施策の基本方針を明確にすることを

目的としたまちづくりの基本計画であり、長

期的総合的な施策として位置づけられている

ものであります。

当市では、平成２３年３月に三沢市都市計

画マスタープランを策定し、２０年後の平成

４２年を目標年次としてさまざまなまちづく

りを推進してまいりました。しかしながら、

計画策定からおおむね１０年を迎えつつある

現在、策定直後に発生した東日本大震災など

の災害に対する安心・安全への意識の高まり

に加え、急速な人口減少や少子高齢化など、

まちづくりの目指す目標も大きく変わってき

ております。

また、三沢市都市計画マスタープランの上

位計画である第二次三沢市総合振興計画が本

年度よりスタートし、この計画の方針に即し

た見直しを図っていく必要があるものと考え

ております。

このようなことから、社会経済情勢の変化

に対応したまちづくりを目指し、都市の健全

な発展と秩序ある整備を図るため、三沢市都

市計画マスタープランの見直しに向けた準備

を進めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 澤口議員。

○７番（澤口正義君） まず、１点目の国土

利用計画についてでありますが、今年度内に

第三次国土利用計画を策定する旨の答弁があ

りました。

実は、さきの３月定例市議会の中で、新年

度予算の中に策定業務にかかわる予算が計上

されていたことは私も承知しておりました。

こうして、議会の場で明言されたことは、私

は大きく評価したいと思います。その上で、

何点か再質問をさせていただきたいと思いま

す。

まず、今、私ここに、このたび出された第

二次三沢市総合振興計画を持っているのです

けれども、この振興計画の中に土地利用基本

方針というものがありまして、３項目掲げら

れているのですが、そして後段のほうには、

平成２８年１１月ぐらいからこの作業が始

まったでしょうか、延々と数えてみたら２３

回ぐらいのさまざまな打ち合わせ、検討、審

議会等々開催されておりました。

そこで、この新しい計画を策定するに当

たって、今私が申し上げました土地利用に関

する基本的なことを議論されてきたのか。そ

のことをひとつお尋ねをしたいと思います。

ちなみに、私、きょう、ここにも持ってき

ているのですが、前期の三沢市総合振興計画

後期基本計画政策検証というものも見ている

のですが、この中にも一つも触れていないと

いうことがわかりまして、一体全体この新し

い総合計画をつくるに当たって、基本的なこ

ととしてこの土地利用がどのように議論され

たのかなということを、ずっと頭に持ってお

りました。このことをもし答弁できるのだっ

たら、ひとつお願いいたします。

それから、国土利用計画は、確かに今、市

長が答弁されたように、特定の地区について

の利用を示すものではないことは私も十分承

知しております。確かに、私は焼山地区、そ

れから松ヶ平地区を取り上げましたのですけ

れども、この地区は、私が改めて言うまでも

なく、長い間にわたりましていろいろな計画

を提案しながら検討、協議も相談もしてきた

経緯があるのですが、ことごとく実現に至ら

なかったという事実があるわけでございます

が、このことの原因というのは、私なりに考

えることは、最大の要因といいますか、根っ

この部分にある国土利用計画になかったので

はないかと私は見ております。

ちなみに、国土利用計画があるのですけれ

ども、一番の問題は、実はこの国土利用計画

というものは意外とシンプルな計画なのです

けれども、重要な点は、利用目的に応じた区

分ごとの規模の目標というのがあるのです。

問題はここなのです。

この中身を簡単に申し上げますと、三沢市

には１万２,０２１ヘクタールの行政区域面

積があります。それを農地は幾ら、宅地は幾
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ら、それから道路は幾らとかとあるのです

が、そのうち一番課題になるのは農地の面積

なのです。実は、この計画では４,１３６ヘ

クタールあるのですけれども、先ほど言いま

したように、ここを大胆に切り込んで、この

数値を新しい計画において変えないと、これ

までと同じ状態が恐らく続くのではないかと

私は危惧しているのです。

一つの実例で申し上げますけれども、細谷

工業団地があるのですが、おかげさまで市長

たちの大変な努力の結果として、三沢市では

本当に中核的な工業団地になっております。

しかし、あそこもかつては農地でありまし

た。農地であったがゆえに、転用するのに大

変な苦労をされたのです。結果的には、国で

はどうしても三沢市で目標に掲げた農地面積

を１センチたりとも動かさないというのが基

本的な考えなのです。

どういうことであそこが実現に至ったかと

いうと、代替地を求められたのです。そし

て、仏沼にそれ相当の牧場をつくりまして、

ようやく細谷工業団地というのが実現したわ

けです。ですから、こういうこともあります

から、ぜひ、新しい国土計画において利用計

画の目標を大胆に切り込んでもらいたい。そ

のことについての御所見を伺います。

それからもう一つなのですが、先ほどの市

長の答弁の中で、国土利用計画策定後に焼山

地区の利用計画を検討したいと。そして、土

地利用検討委員会と申しましたか、私はこれ

を否定するものではありませんけれども、実

は、きょう質問いたしました国土利用計画、

そして都市計画マスタープラン、さらには農

振地域のことも、これは一体性があるもので

すから、できれば市役所内に作業チームを編

成して、独自にこれを検討するということも

必要かなと私は思っております。そのことに

対する御所見をいただきたいと思います。

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再質問にお答え

いたします。

１点目の第二次三沢市総合振興計画の策定

の中で土地利用基本方針が記載されています

が、それを議論されたのかという御質問にお

答えいたします。

第二次三沢市総合振興計画を昨年策定し、

今年度スタートしておりますが、その中では

市民のアンケート調査なり、ことしは平成２

９年度は三沢まちづくり座談会、三沢市総合

計画審議会においても審議されております。

先ほど議員から言われました数十回、回数を

重ねております。

その中では、計画の中でお示ししておりま

す土地利用基本方針は土地の有効活用を図る

観点から、土地利用の基本的な考え方を示し

ておく必要があるということから、基本構想

の中で設けたものであります。

策定に際しましては、素案の段階からさま

ざまな会議において検討して、最終的には今

の計画の段階になっております。その過程に

は、素案の段階から大きく変わることなく、

現在の三沢市総合振興計画の形になっており

ます。その中では、事務局からは土地利用基

本方針を説明し、議論をしていただいており

ます。

次に、国土利用計画の中で目標値、特に農

地の部分について目標値を見直しする考えは

ないかということでありますが、実は今いろ

いろ、今年度これから検討しておりますが、

基本方針を定めております。その中でどのよ

うな形で数値を変える、見直しすればいいの

かも含めまして検討していきたいと考えてお

ります。

また、３点目の庁内でそういうふうな検討

会議が必要ではないかということで、今現

在、国土利用計画の課長会議を設けておりま

すので、その段階で検討していきたいと考え

ております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 澤口議員。

○７番（澤口正義君） 再々質問です。

３点目の庁内の検討作業チームですか、い

ろいろな言い方はあろうかと思いますが、な

ぜ私がそういうことを申し上げるかといいま
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すと、よく言われる行政の縦割り弊害という

のがあるのですが、この国土利用計画、そし

て都市計画マスタープラン、それから農振整

備計画、これは一体のものなのです。ですか

ら、私は総合的にぜひともチームをつくりな

がら遺漏のないような策定をしていただきた

い、こう願っております。

もう一つ、確認なのですが、この国土利用

計画は、議会の議決要件というふうに私は理

解していたのですが、それで間違いないで

しょうか。

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再々質問にお答

えいたします。

国土利用計画は議会の議決要件かというこ

とでありますが、今現在、平成２５年の国土

利用計画法の一部改正に伴いまして、議会の

議決要件は廃止されております。しかしなが

ら、市の土地利用に係る基本的な計画であり

ますので、計画の案を作成する段階から市議

会の皆様に計画の概要説明して御意見を伺う

予定でございます。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 澤口議員。

○７番（澤口正義君） 都市計画マスタープ

ランでありますが、見直しするための準備作

業に入っているということの答弁でありまし

た。

ちなみに、今後のスケジュール、いつぐら

いに新たなマスタープランができ上がるの

か、そのことを一つ。

それから、昨年度になりますけれども、都

市計画基礎調査というものをやられていると

思うのですが、今回の見直しをするというこ

との答弁にかなり深くかかわるものだと思う

のですが、その調査結果の概要をかいつまん

で答弁できるのだったらお願いいたします。

○議長（小比類巻正規君） 答弁を求めま

す。

建設部長。

○建設部長（高橋常幸君） 再質問にお答え

いたします。

都市計画マスタープランのスケジュールで

ございますが、見直しの時期に関しまして

は、計画の中間年であります平成３２年ごろ

をめどに実施してまいりたいと考えておりま

す。

今後は、上位計画や関連計画の整理、課題

の抽出等、それから市民参加の方法や検討組

織の体制づくりなどを進めてまいりたいとい

うふうに考えております。

それから、平成２９年度に行われました都

市計画に関します基礎調査でございますが、

調査の項目に関しましては、内容といたしま

しては人口、産業、住宅、都市の歴史や土地

利用、それから地価、建物の数、都市施設や

交通量などの調査をしてきておりますが、概

要といたしましては、ほぼ前回行いました５

年前の計画と大きな変動はないものというふ

うになっております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 澤口議員。

○７番（澤口正義君） ５年前とほぼ変わり

ないという状況とのことでありました。

ちょっと私、気になることは、人口減少時

代の中にあって市街地の面積というのは、私

前段で質問したこととある意味で矛盾するよ

うな部分もあるのですけれども、やっぱり三

沢市は基地を抱えているという特有の事情が

あるわけです。現に、今もって飛行騒音から

移転をしたいという要望が根強くあるわけで

ございまして、結局はそういったことの将来

的なことの受け皿ということも含めて、この

都市計画のさまざまなエリアを定めておりま

すけれども、ぜひ、先ほど前段でお話しした

国土利用計画との整合性をとりながらやって

いただきたい。できれば、平成３２年と言い

ましたけれども、もうちょっと１年ぐらい早

めてもいいのかなという気がするのですが、

そこはひとついろいろ検討していただきたい

と思います。

最後に農業振興地域の関係ですけれども、

これは答弁を求めるものではありませんが、

部長の答弁にございましたように、この制度
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は昭和４９年にやられたということで、昭和

４９年というとかなり前の話で、周辺の環境

も変わっております。また、農業でも担い手

の不足、あるいは後継者不足が盛んに言われ

ている中で、恐らくや、農振地域指定も大幅

に見直すということが絶対に私は必要かと考

えておりますので、そういうふうなことも加

味しながら今後、検討していただきたい、こ

のように思いまして、以上で質問を終わりま

す。

○議長（小比類巻正規君） それでは、一般

質問を次に移ります。

遠藤泰子議員の登壇を願います。

遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） ５番遠藤泰子でござ

います。

今回の質問は、ごみ対策に関する質問とな

ります。

ごみ問題につきましては、全ての市民に関

係することであり、これまでも一般質問や民

生常任委員会などで取り上げられてきたもの

と思いますが、焼却施設の新設を控え、ごみ

の減量化や資源ごみのリサイクル化などをさ

らに進めるなど、ごみ問題全体を捉えた対策

を構築するタイミングだと思います。

ごみ対策について４点お伺いいたしますの

で、よろしくお願いいたします。

当市のごみ減量化、資源化、環境保全活動

の推進につきましては、本年３月に終了とな

りました三沢市総合振興計画後期基本計画に

おきまして、環境と共生し安心できるまちづ

くりの生活環境の整備の中で、施策の展開と

して３Ｒ運動の推進、ごみの減量化、資源化

に向けた意識啓発、家庭系ごみの有料化の検

討、衛生面に配慮したごみ集積体制の確立な

どを挙げておりました。市民生活に密着した

ごみに関するさまざまな課題を改善していく

ため、各施策に取り組んできたものと理解を

しております。

しかし、その成果につきましては、課題の

解決には至っておらず、後期計画策定時の課

題が今も課題として道半ばな状況となってい

るのではないでしょうか。

今年度からスタートいたしました第二次三

沢市総合振興計画におきましては、環境問題

に関する政策のうち、ごみの処理に関する目

標として「ごみ処理の方法について情報発信

し、不法投棄の防止を啓発し続けます」とあ

り、数値目標は不法投棄の啓発活動件数のみ

が挙げられております。第二次総合振興計画

には個別の施策が記載されていないことか

ら、施策の比較はできませんが、３Ｒ運動、

意識啓発、ごみ集積体制の確立などについて

は、継続して取り組むべきではないかと思い

ます。

また、これらの施策を取り組むに当たって

は、他市町村においての先進事例などを参考

にして、ごみ問題にかかわるさまざまな課題

の改善に向け積極的に進めていくことが望ま

しいと思っています。

１点目の質問は、ごみ集積所に係る課題で

すが、ほかの地域からの持ち込み、資源ごみ

の持ち去り、分別のできないごみ、指定日以

外のごみ出しなど、モラルに関する課題があ

ります。また、夜勤など仕事上の都合などに

より定められた時間にごみ捨てができない場

合や、高齢や障害によりごみ捨てが困難な

ど、個々の生活の中には問題を抱えている場

合もあります。

ごみ集積所の取り扱いについては、ごみ出

しルールやごみ捨てに関する注意喚起の表示

方法、市民ニーズへの対応など、まだまだ改

善できるものと考えております。

特に感じていることといたしましては、ご

みネットによる集積所についてであります。

カラス対策や衛生上の問題があり、ごみネッ

トを見かけるたびに改善できないものかと

思っています。

ごみ集積所は、地域によって設置場所が狭

いなどの理由により、やむなくごみネットと

しているものと理解しておりますが、場所に

よっては、折り畳み式のごみ集積容器を設置

すれば解決するところもあるのではないかと

思っています。



― 20 ―

ごみ集積所に係る現状が、これまで検討し

てきた結果、最善であると考えているのか。

それとも改善の余地があると考えているの

か。ごみ集積所に関する課題についてどう捉

えているのかについてお伺いいたします。

２点目の質問です。

市内のごみ集積所の多くは、各町内会がク

リーン指導員を中心として町内会で管理をし

ているものと思います。また、ごみ集積容器

の設置に関しては、市から半額程度の補助金

を受け、町内会の負担とあわせて整備してい

るものと思います。

これは、準会員を含めた町内会加入世帯と

町内会未加入世帯との負担の不公平があるの

ではないでしょうか。町内会加入率が１００

％であれば、金銭面の不公平がなく問題はな

いと思いますが、町内会加入率が約６割の中

で、その６割の方のみが負担するのは改める

べきではないでしょうか。

町内会加入者も未加入者も公平に負担し、

ごみ出しルールを守ることによって、ごみ問

題に対する市民の意識向上も図られていくも

のと思いますが、どう考えているのかお伺い

いたします。

３点目の質問は、資源ごみのリサイクルに

ついてですが、リサイクル率の向上はリサイ

クルのしやすい環境の整備と環境問題に対す

る市民の意識向上が必要であると思います。

国際文化都市を目指す当市としては、リサ

イクル率の向上を図っていくべきと思います

が、ごみ問題全般、特にリサイクルに関して

は以前よりも取り組みが進んでいないのでは

ないかと感じています。当市の資源ごみのリ

サイクル率は他市と比較してどのような状況

となっているのかお伺いいたします。

４点目の質問といたしましては、今後の取

り組みについてです。

ごみの減量化、資源ごみのリサイクルに係

る取り組みにつきましては、市民の意識向上

のほか、市がリーダーシップをとって実効性

のある仕組みづくりが必要であると思いま

す。

近隣のまちでは、町内会の集会所に資源ご

み回収ボックスを設け、事業者が回収し、紙

類、空き缶類の売り払い代金を町内会の口座

に振り込むという取り組みをしています。リ

サイクル率の向上を図るためには、このよう

なアイデア、仕掛けを研究し、リサイクルし

やすい仕組みをつくっていくことが必要では

ないでしょうか。

資源ごみリサイクルについて、今後、どの

ようなことを考えているかお伺いいたしま

す。

以上で質問を終わります。御答弁よろしく

お願いいたします。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの遠藤

泰子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの遠藤議員

御質問の環境問題の第１点目、ごみ集積所に

関する課題をどう捉えているのかについては

私から、そのほかにつきましては市民生活部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと存じます。

当市では、ごみ集積所の設置及び管理につ

きましては、各町内会にお願いをしており、

ごみの収集におきましても、町内会の皆様に

は多大なる御協力をいただいているところで

あります。

他の町内や三沢市以外からのごみの持ち込

みや資源ごみの持ち去りで困っているという

お話をこれまで何人か受けておりまして、こ

のような場合には市と町内会とで協議をし、

ごみ出しルールの遵守を促す注意看板を市が

作成し、取りつけを行っております。

今後につきましても、各町内会からの御協

力をいただいておりますクリーン指導員と連

携し、ごみ出しマナーの向上を図ってまいり

たいと考えております。

また、ごみの集積方法は、ごみ集積の容器

とごみネットがありますが、ごみネットだけ

の場合、カラス等がいわゆるごみをついばみ

飛散させる現状に市民から苦情が寄せられる
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ことがたびたびございます。

今後につきましては、ごみの集積方法を集

積容器に統一できないか、また、統一した場

合の町内会における経費負担の今後のあり方

など、さまざまな観点から調査研究をしてま

いりたい、このように考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） ごみ対策に

ついての御質問の第２点目、町内会管理のご

み集積容器の所有権は町内会にあると思う

が、町内会未加入者の利用についてどう考え

ているのかについてお答えいたします。

ごみ集積容器の設置につきましては、町内

会の経費負担と人的協力により有効な状況を

保っていただいているものと理解しておりま

す。

当市といたしましては、町内会の加入、未

加入にかかわらず、市民が排出するごみを処

理する責務があり、一部ではありますが、町

内会未加入者のごみ等にお断りの看板が掲示

されていることに対し抗議をいただいたこと

もございます。ごみの放置や不法投棄を招か

ないためにも、町内会の加入、未加入を問わ

ず、ごみ集積容器の適正な利用を周知してま

いりたいと考えております。

町内会からの御意見の多くは、ごみ集積容

器に係る経費負担に不公平さを感じていると

察するところであり、先ほど市長からも御答

弁申し上げましたように、町内会における今

後の経費負担のあり方など、調査研究してま

いりたいと考えております。

次に、御質問の第３点目、当市の資源ごみ

のリサイクル率は、県内他地域と比較しどの

ような状況になっているのかについてお答え

いたします。

当市のリサイクル率につきましては、平成

２６年度は９.３％、平成２７年度は８.８

％、平成２８年度は９.３％となっておりま

す。当市では、リサイクル率向上を目指し、

平成２７年度から小型家電リサイクルに、平

成２８年度からは雑紙回収に取り組んでおり

ますが、資源物の大型スーパーでの回収や地

域活動による集団回収などにより、清掃セン

ターに搬入をされる資源ごみ量は年々減少し

ていることもあり、リサイクル率は横ばいで

推移しております。

青森県内のリサイクル率につきましては、

平成２８年度一般廃棄物処理事業実態調査結

果によりますと、県平均は１５.３％となっ

ており、県平均を超えている自治体は２０市

町村あり、その自治体の主な取り組みといた

しましては、最終的に排出される焼却灰を舗

装材などへ資源化しているため、リサイクル

率が高くなっていると考えられます。

次に、御質問の第４点目、資源ごみのリサ

イクルに係る今後の取り組みについてどのよ

うなことを考えているかについてお答えいた

します。

資源ごみのリサイクルには、ごみを適切に

分別することが重要であり、市民の皆様の御

協力が必要不可欠であります。

当市といたしましては、青森県が平成２０

年度から展開している「もったいない・あお

もり県民運動」の中で、ごみの減量とリサイ

クル率向上のために取りまとめたごみ減量リ

サイクル緊急強化対策を踏まえ、検討連携を

図りながら、特にリサイクル率が悪く燃える

ごみとして収集されている雑紙の資源回収強

化や、食品の食べ切り、食材の使い切り、食

品残渣の水切りの３切り運動の取り組みによ

る生ごみの減量化など、今後、啓発強化に努

め、基本計画に掲げた１人１日当たりのごみ

排出量の数値目標達成に向け実践してまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

１点目のごみ集積所の課題については、ご

み出しルールへの対応は注意喚起をしたりと

かいろいろな対応をしているということで、

今後も必要であると思います。

あと、ごみ出し時間帯のニーズ調査という
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のも、先ほど夜勤とかで出せないとかという

こととか、時間帯に出せない方、例えばヘル

パーとかを頼んでいる方も、８時までに例え

ば出さなければいけないといった場合には、

６時から８時までの間には出せなくて、早い

時間に出すとなると利用単価が高くなったり

とか、ちょっとそういう不便なところもあっ

たりとかすることもありますので、できれば

そういう時間帯のニーズ調査というのも今後

必要ではないかと思っています。

あと、ごみネットに関しましては、盛岡市

において、ごみネットから折り畳み式集積容

器に変更したところ、カラス被害が減少した

とのことでありました。ぜひ、ほかの自治体

の取り組みの状況も研究して、当市で取り入

れるところは積極的に取り入れていけばいい

と思っています。

１点目については、再質問はございませ

ん。

２点目について再質問いたします。

御答弁がありましたとおり、市には市民が

排出するごみを処理する責務があると思いま

す。ごみ集積所の問題も含めたごみ収集業務

全体が、本来、市の責務であると思っていま

す。負担の不公平をなくするため、集積容器

設置については、半額補助というのではなく

て、全額市で負担するという考えもよいので

はないかと思っています。金銭面の負担の公

平を確保した上で、集積場所の管理について

は町内会のお願いするという方法がよいので

はないかと思っています。どう考えているの

か、このことについて再質問したいと思いま

す。

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） ごみ集積容

器の費用負担、全額を市で補助できないかと

いう再質問についてお答えいたします。

現状では、集積容器の設置につきまして

は、先ほど遠藤議員からの御質問にもありま

したように、２分の１補助、上限２万円、年

３基までという基準で一応補助をいたしてお

ります。

先ほども市長から御答弁申し上げましたよ

うに、経費負担のあり方、ごみネットを補助

対象とはしないで、容器のみをやっていこう

ではないかという考えも市としては持ってお

ります。それに伴いまして、その上限のあり

方、町内会のこれまでの経費負担のあり方、

なくする方向でできないものかということを

さまざま調査検討してまいりたいと考えてお

ります。

以上です。

○議長（小比類巻正規君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） 検討していただける

ということで、よろしくお願いいたします。

３点目のリサイクル率の推移につきまして

は、先ほど説明がありましたけれども、横ば

いということであり、現状は県の平均を下

回っているとの答弁でありました。まず、県

平均レベルまで引き上げる取り組みを今後は

期待しております。２０市町村に入れるよう

に頑張っていただければなと思っています。

３点目の再質問はございません。

４点目のリサイクルに係る今後の取り組み

について再質問いたします。

県と連携をとりながらリサイクル率の向上

を進めているとのことでしたけれども、これ

をきちんとやらなければ、ごみの減量化につ

ながらないと思っています。具体的にどのよ

うに取り組んでいくのかというところを再質

問したいと思います。

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） ごみ減量に

関する具体的な取り組みはという再質問にお

答えいたします。

先ほども答弁でお答えしましたように、３

切り運動とかさまざまやっております。そし

て当市といたしましては、現在、小学生向け

の社会科見学学習におきましても、児童にご

みの減量や適正な分別、リサイクルについて

勉強したことを家庭で実践するよう促してい

きたいと考えております。

また、雑紙の資源回収強化といたしまし

て、小学校児童に回収袋を配付し、親子で雑
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紙の資源回収に取り組む、小学生雑紙回収

チャレンジというものを実施し、家庭での分

別を促したいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） 具体的に小学生を対

象としていろいろなリサイクルに取り組んで

いくというのはすごくいい試みだと思ってい

ます。

やっぱり子供たちが親の逆に見本になるよ

うな学習をしていけば、親も自然に倣ってい

くのかなと思いますので、今後もそういう形

で進めていただきたいと思います。ありがと

うございました。

やっぱりごみの問題というのは、今後も

ずっといろいろと考えていかなければいけな

い問題だと思いますので、市民が納得する、

また、他市に誇れるような環境づくりをお願

いいたしまして、質問を終わります。ありが

とうございました。

○議長（小比類巻正規君） この際、午後１

時まで休憩いたします。

午前１１時３１分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（小比類巻正規君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（太田博之君） 議長を交代しまし

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

下山光義議員の登壇を願います。

下山議員。

○４番（下山光義君） 拓心会の下山光義で

ございます。通告に従いまして一般質問をさ

せていただきます。

最初に、福祉問題の１点目としまして、福

祉避難所について質問させていただきます。

東日本大震災や熊本地震のような大規模な

災害が発生した場合には、多数の被災者は長

期にわたる避難所生活を余儀なくされること

となり、内閣府の資料によりますと、東日本

大震災では、岩手、宮城、福島の３県で約４

１万人、全国では約４７万人の被災者が避難

生活をされ、避難所の解消までには、岩手県

で７カ月、宮城県で９カ月、福島県では２年

９カ月かかっており、避難生活の長期化が報

告されております。

災害発生時に各自治体が避難所として指定

しているのは、各地域の小中学校や高校と

いった公的施設で、日常生活を送るための設

備が整っているわけではありません。このよ

うな施設で長期にわたる避難生活では、生活

環境問題や健康被害問題をはじめとしたさま

ざまな問題やトラブルの発生も考えられ、決

して良好な環境であるとは言えません。

そして、この一般の避難所には要配慮者と

言われる高齢者や障害者、妊産婦、乳幼児、

その他配慮を必要とする方も避難され、一般

の被災者と同じ環境で避難生活をすることと

なります。要配慮者の方たちが一般の避難所

で避難生活を続けるのはより困難なものであ

り、場合によっては、災害関連死に至る事態

も考えられます。

そこで、要配慮者の方たちの生命及び身体

を保護し、良好な生活環境の確保を図ること

を目的とした、福祉避難所の整備を進めるこ

とが重要であると言われております。

当市では、平成２４年度に民間の１０法人

２８施設と福祉避難所に係る協定を締結し、

整備を進めていることと思います。

このような状況にありまして、平成２８年

４月に、福祉避難所の確保・運営のガイドラ

インが国より示されております。

当市におきましては、国が示した福祉避難

所についてのガイドラインに基づいて、福祉

避難所の確保と運営体制の整備を進められて

いることと思いますが、現在までの整備状況

及び進捗状況についてお伺いします。

続きまして、福祉問題の２点目としまし

て、高齢者見守り事業について質問させてい

ただきます。

現在、我が国では、少子高齢化の影響もあ

り、高齢化社会が進展しております。国勢調
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査の結果によりますと、平成１９年調査では

高齢化率が２１.５％に達し、我が国は超高

齢社会となり、平成２７年調査では全国の６

５歳以上の高齢者人口は３,３４６万５,００

０人で、高齢化率は２６.６％となっており

ます。

また、総務省統計局の資料では、平成２９

年９月現在の高齢化率は２７.７％に達して

おり、将来的にも高齢化率は上昇を続け、超

高齢社会がますます進展していくと予想され

ております。

そして、超高齢社会では、医療や福祉と

いった分野での問題に対応していくことが喫

緊の課題であるとされております。

そのことは当市でも例外ではなく、平成２

９年１０月１日現在の当市の高齢化率は２

４.６％で、６５歳以上の高齢者人口は９,８

６４人となっており、世帯数別では、高齢者

ひとり暮らし世帯が３,０４２世帯、高齢者

夫婦世帯が１,７３７世帯であり、当市の全

世帯数の約２５％が高齢者のみの世帯となっ

ております。

このように、高齢者ひとり暮らし世帯や高

齢者のみの世帯が増加している現状におい

て、高齢者の方たちが安心して暮らせる社会

体制づくりを地域全体で協力し、構築してい

くことが重要であると考えております。

当市におきましては、平成３０年３月に三

沢市高齢者福祉計画、第７期介護保険事業計

画を策定され、高齢者を取り巻く実態を把握

し、さまざまな問題に対し必要となる支援事

業を計画しているところであると思います

が、今後、増加が予測されるひとり暮らし高

齢者や高齢者のみの世帯の見守り支援事業を

どのように考えているのかお伺いします。

以上をもちまして、一般質問を終わらせて

いただきます。御答弁をよろしくお願いいた

します。

○副議長（太田博之君） ただいまの下山光

義議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの下山議員

御質問の福祉問題の第１点目、福祉避難所に

ついては私から、高齢者見守り事業につきま

しては福祉部長からお答えをさせますので、

御了承願いたいと存じます。

最近発生している大規模な災害では、多数

の被災者が長期にわたり避難所生活を余儀な

くされているとともに、高齢者や障害者、妊

産婦や乳幼児などの特別な支援や配慮が必要

な方々も避難しております。

このような一般の指定避難所での避難生活

が困難な方も安心して避難所で過ごしていた

だけるよう、バリアフリー化された施設の整

備や専門的な相談に対応できるスタッフなど

が配置された福祉避難所を確保していくこと

が強く求められているところであります。

そのために、当市におきましても、国から

示されたガイドラインに基づいた福祉避難所

を確保するため、議員おっしゃるように、平

成２４年度から民間の社会福祉事業者への説

明会を開催するなどの働きかけに努めてきた

ところでありますが、整備状況につきまして

は、平成２８年度末まで２８カ所、さらに今

年３月に新たに６事業所との協定を締結いた

しております。現在、当市の福祉避難所は３

４カ所、２３５名の受け入れが可能となった

ところであります。

また、開設運営に当たりましては、非常時

の準備が重要と認識しておりますことから、

災害時においても迅速かつ円滑に開設運営が

できるよう、各事業所におきまして独自の対

応マニュアルを作成していただいており、今

年度からは市の総合防災訓練におきまして福

祉避難所の開設運営訓練を実施する方向で準

備を進めているところであります。

今後におきましても、引き続き新たな福祉

避難所を確保するため、民間の社会福祉事業

への働きかけを継続するとともに、要支援者

に対する避難体制及び福祉避難所への運営体

制の強化を図ってまいりたいと考えておりま

す。

私からは、以上であります。
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○副議長（太田博之君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 福祉問題の

第２点目、高齢者見守り事業についてお答え

いたします。

高齢化の進展とともに、ひとり暮らし高齢

者や高齢者夫婦のみの世帯の増加が予想され

ており、高齢者の暮らしを地域で見守り、支

え合う体制づくりが求められております。

当市の状況といたしましては、平成２９年

１０月現在における高齢者のいる世帯数は

７,２９６世帯で、そのうち高齢者のひとり

暮らし世帯と高齢者夫婦世帯が６５.５％を

占めているところであります。

当市における地域の見守り活動でございま

すが、地域・きずな支えあい事業といたしま

して、地域住民による日常生活の支援や見守

り、安否確認などの支援、サポートを行って

おり、平成２９年度末の要支援者数は８３１

名で、５５４名の御近所サポーターが見守り

支援をしております。

また、徘徊ＳＯＳネットワーク「あんしん

ねっと」事業といたしましては、認知症等に

より徘回のおそれがある登録者が行方不明に

なったとき、民間事業者の協力により行方不

明高齢者の情報を提供いただくもので、現在

７７事業所との見守りネットワークを構築し

ているところであります。

さらに、高齢者ほっとワーク見守り隊事業

は、日常の業務中などに異変を感じた高齢者

を見かけた際、市を含む関係機関に情報を提

供し、高齢者の安心・安全につながる取り組

みとなっており、６６事業所に御協力をいた

だいているところでございます。

今後におきましても、地域の身近な相談相

手である民生委員、児童委員による見守り活

動をはじめ、地域住民によるボランティアや

民間事業者などの協力により、支援を必要と

する高齢者等の状況を適切に把握し、関係機

関との連携を図り、住みなれた場所で安心し

て暮らし続けられる地域づくりに取り組んで

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 下山議員。

○４番（下山光義君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

まず、１点目の福祉避難所についてです。

先ほど、ことし３月に６事業所と協定を締

結し、現在３４カ所であるというふうな答弁

をいただきました。このことについてです

が、再質問をさせていただきたいと思いま

す。

福祉避難所の数が３４カ所、対応できる人

数が２３５名というふうなことになっている

ことと思います。こちらのほうで持っていま

す資料がありまして、それによりますと、要

支援者で避難をする対象になる方が８０９名

いらっしゃるというふうな資料がございま

す。避難所の収容人数とその８０９名、これ

をまず見てみまして、充足率が２９％という

ふうな数字。８０９名に対して２３５名、充

足率が２９％というふうな数字になります。

この数字に関して、市としてはどのように考

えているのか。

また、国が示した国のガイドラインの中に

告知という項目があります。これは、市町村

はあらゆる媒体を活用し、福祉避難所に関す

る情報を広く住民に周知する。特に要配慮者

及びその家族、自主防衛組織、支援団体に対

して周知の徹底を図るというふうなことで示

されております。

先ほどの答弁の中にこの部分がなかったと

は思いますけれども、これは非常に周知とい

うは大事な部分であるというふうに思ってい

ますので、当市ではどのような方法で住民に

周知をされているのか、この部分についてお

伺いします。よろしくお願いします。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 充足率につ

いての再質問にお答えいたします。

要配慮者の人数８０９名でございますが、

こちらの人数は在宅の介護度４、５の方、そ

れから障害の重い重度の方などシステムのほ

うではじき出した数字となっております。
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現在、３４カ所の福祉避難所が受け入れ可

能とする人数は２３５名となっておりまし

て、今後も福祉避難所の確保が必要であると

いうふうに考えております。

充足率の向上の対策といたしましては、今

後も引き続き民間の社会福祉事業者への働き

かけを継続するとともに、近隣市町村との広

域的な連携とか、あと、支援対策の構築な

ど、さまざま検討してまいりたいというふう

に考えております。

それから、告知、周知についての再質問で

ございます。

福祉避難所につきましては、一般の指定避

難所では生活に支障を来す要配慮者のため

に、災害直後ではなくて、二次的に開設され

る避難所となっております。その仕組みや流

れにつきましては、広く周知する必要がある

というふうに考えておりますので、市のホー

ムページまたは出前講座、あるいは防災訓練

など、さまざまな機会を捉えましてわかりや

すく周知徹底してまいりたいというふうに考

えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 下山議員。

○４番（下山光義君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

この充足率に関しては、まだまだ不足して

いるというふうな認識を市のほうでもお持ち

だと思います。

これに関しまして、当市では国際交流ス

ポーツセンター、それから国際交流教育セン

ターというバリアフリー化されたすごい立派

な施設がございます。こういうふうな施設を

福祉避難所もしくは要配慮者、要支援者のた

めの優先的な避難所として、これから先、指

定していくというふうな考え方を市のほうで

お持ちなのか。または、これに対していろい

ろな検討をされているのか。ここを再々質問

としてさせていただきたいと思います。よろ

しくお願いします。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） ただいまの下

山議員の再々質問のバリアフリー化した国際

交流スポーツセンタ－、国際交流教育セン

ターについて、優先的な施設として指定して

いく考えがあるかどうかについてお答えした

いと思います。

現時点では、国のガイドラインに基づいた

福祉避難所を市が直接設置運営していくこと

につきましては、専門的な知識を有するス

タッフの配置及び専用の資機材の確保等で非

常に難しい状況にあると考えております。

しかしながら、災害の規模や、議員おっ

しゃるとおり、災害が長期化した場合などの

状況によりまして、現在の福祉避難所だけで

は対応が困難となる場合も考えられますの

で、今後、福祉避難所を含めた指定避難所等

の機能強化を図っていく上で、引き続き福祉

部と連携をとりながら社会福祉関係団体への

協力をお願いしていくとともに、バリアフ

リー化された市の施設をどのように活用でき

るのか、さまざまな課題、問題点を再度整理

し直して検討してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 下山議員。

○４番（下山光義君） この問題に関しまし

ては、市民の貴重な財産、これを市民の命の

ために使うということだと思いますので、ぜ

ひ前向きな検討をよろしくお願いしたいと思

います。

あと、周知に関してなのですが、これは非

常にデリケートな問題もございますでしょう

から、一生懸命周知の方法を考えながら、よ

りよい方法でやっていただければと思いま

す。

これで１点目の福祉避難所については、終

わらせていただきます。

続きまして、２点目の高齢者見守り事業、

これについて再質問をさせていただきます。

先ほどの答弁で、高齢者の見守り事業とし

て３事業を説明いただきました。これらの事

業は継続事業としてやられていると思います
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が、これらの事業の成果であったり実績とい

うものが具体例で示せるのであれば示してい

ただきたいと思いますので、これについてお

伺いします。

○副議長（太田博之君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 高齢者見守

り事業の具体例についてお答えいたします。

具体例といたしまして、高齢者ほっとワー

ク見守り隊事業のほうですけれども、昨年度

二つの事例がございました。１例目は登録事

業所の対応だったのですけれども、来店され

たお客様の行動の異変に気がつき、市の包括

支援センターのほうへ通報をいただき解決し

た例、それから２例目としまして、自宅がわ

からなくなった方を福祉施設が保護し、警察

へ連絡対応したという報告例がございまし

た。

また、あんしんねっと事業のほうにおきま

しては、行方不明高齢者の情報をネットワー

クを通じて提供いたしましたところ、無事発

見保護されまして、御家族のもとへ無事に帰

られましたという事例がございました。

どの事例も、この見守り事業があったから

こそ早期発見保護につながっているものと考

えております。今後も登録事業者、地域住民

の御協力をいただきながら対応してまいりた

いというふうに考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 下山議員。

○４番（下山光義君） 御答弁ありがとうご

ざいます。

この見守り事業につきましては、これから

先、ますます重要になってくる事業だと思っ

ております。高齢者の孤独死とかというよう

なことも新聞等で報道されていますし、こう

いうふうなことは絶対あってはならないとい

うふうに思っていますので、これから先、こ

の見守り事業を一層強化していただきたいと

いうふうなことをお願い申し上げまして、一

般質問を終わらせていただきます。ありがと

うございました。

○副議長（太田博之君） 以上で、下山光義

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

山本彌一議員の登壇を願います。

山本議員。

○１６番（山本彌一君） 本日の一般質問の

最後を務めさせていただきます、市民クラブ

の山本彌一でございます。

市長の任期も残すところ１年余りとなりま

した。競馬に例えるならば、４コーナーを

回って勝負の直線に入ったところとも言える

と思います。

今、我が国は少子高齢化社会を迎え、政

治、経済、そして社会全体がともに大変革の

時代の中にあって不透明であります。本市の

まちづくりにおいても、その例外ではありま

せん。激動の時代だからこそ、我々に柔軟な

発想と果敢な行動力が求められております。

待ちの姿勢からは何も生まれません。市民

とともに未来を切り開こうという心意気があ

れば、そこには必ずや新たな発展と繁栄が生

まれます。よって、我々は希望を失ってはな

りません。うまくいくから希望を持つのでは

なく、やりがいと厳しい状況にあるからこそ

希望を抱くのであります。夢はでっかく、理

想は高く、現実は楽しく、より密度の濃い本

市のまちづくりに寄与するため、市長には持

てる力を十二分に発揮できるよう期待を申し

上げる一人であります。

本日は、このことを踏まえ、政治姿勢問

題、そして教育問題、さらには商業問題の３

点を一般質問します。

まずはじめに、政治姿勢問題の第１点目、

第二次三沢市総合振興計画についてお尋ねを

いたします。

政治は、全て結果責任が問われます。本市

では、新たに第二次三沢市総合振興計画がス

タートしております。計画の具現化は一大事

業であります。そこには毅然とした都市経営

理念と地域振興を図る使命感がなければなり

ません。これには、行政と市民が一体となっ

て創意工夫を凝らして実行する、いわば共同

作業であります。
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市長は、協働のまちづくりを目指してきて

はいるが、真の意味でまだまだ不十分と言わ

ざるを得ません。具現化に当たって、多様な

創造能力を持つ市民を巻き込んで発想の誘致

へとその視点を積極的に切りかえるべきであ

ります。なぜならば、特に近年はハード及び

ソフト面において大きく社会が変化しつつあ

り、行政は現実により適応した市民ニーズの

適切な対応が求められてきているからであり

ます。

私は、これまでの政策形成過程での市民参

加、政策執行段階での市民参加に行政自体が

積極的に道を切り開くことにより、もっと深

い民主的な自治の構築ができるものと思って

おります。

つまり、言いたいことは、執行過程でこそ

市長の言う市民と行政の協働化が図られ、行

政サービスの消費者としての一般的な市民の

声の反映や潜在能力発揮の場も図られ、まさ

に行政のプラン偏重主義の打破になると確信

をするものであります。

市長の目指す市民との協働のまちづくりを

より身近なものに持っていくためにも、その

方向性を示し、市民の各階層に開かれたシス

テムにし、住民が自由に参加できる執行過程

における市民参加を確立して、各種事業に取

り組むべきであります。執行過程における市

民参加が伴ってこそ、真の意味の協働のまち

づくりにつながると信じてやみません。

そこで、市長は、より開かれた行政に向

かって努力が要請されていることを踏まえ、

現在よりより広い範囲にわたる市民参加型の

システムを展開するためにも、各階層から一

般公募して、５０名から１００名規模のまち

づくり委員会を設置をし取り組む考えがある

のかどうかについて、市長の答弁を求めるも

のであります。

次に、政治姿勢問題の２点目、基地行政へ

の取り組みについてをお尋ねいたします。

なぜ本市の在日米軍が縮小されないのか。

はたまた、米軍が三沢基地を手放さないその

理由は一体何か。この素朴な疑問こそ、本市

の基地問題を解決していく上で重要課題であ

ります。

その歴史も、好むと好まざるを問わず、戦

後７０年余り過ぎた現在も、三沢米軍基地が

極東をにらみ行動するに当たって、その戦略

拠点に位置づけられているのが実態でありま

す。

したがいまして、基地問題は、ただ単に在

日米軍が相手というよりも、いわば対日本政

府との問題であるということを踏まえて行動

しなければなりません。よって、基地より発

生する騒音をはじめ諸問題は、日本政府に対

しその解決を求めることは当然であります。

基地周辺地域住民にとって、在日米軍も自

衛隊も現実の問題であります。現在も、その

解決が、一部を除いて解決が図られず、状況

はますます大きくなっていて、基地周辺地域

住民に与える不安や、騒音公害の苦痛や苦悩

は、少しも変わっておりません。この地域住

民の受ける影響や苦痛は、そこに住む逃げ場

を持たない住民にしかわからない、はかり知

れないものがあります。

特に、岡三沢５、６丁目地区は、現在の国

の防音対策では全く効果がありません。市で

は早期の移転を求めてきたが、法律の規定に

該当しないので困難であると跳ね返されてき

たところであります。当該地区の住民は、こ

れでは納得できるものではありません。

日本政府は、基地と住民の調和を目指して

はきているが、むしろ現実は調和どころか摩

擦のほうがはるかに大きいと言わざるを得ま

せん。国は日本の安全と平和に寄与している

からといって許されるものではありません。

地域住民の犠牲に対し、日本政府は基地から

発生する諸問題に全て対応してこそ、はじめ

て真の基地と住民の調和の道が開かれるもの

と信じるものであります。

基地周辺地域住民の願いは、日本国民とし

て静けさのある生活を取り戻し、平和をひと

しく享受したいという純粋な願いでありま

す。今日まで、基地の中の三沢と言われて久

しいが、だが現在もなお基地周辺地域住民に
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与える不安や騒音の苦痛は少しも変わっては

おりません。今こそ我々は、この地域の方々

に救いの手を差し伸べる、その行動すること

が重要であります。

今までと同じようなパターンのお願いで

は、効果が期待できないのは明らかでありま

す。政治は全て結果責任であります。できな

かったでは、市長のその手腕が問われること

に相なります。

市長はこのことを踏まえ、日本政府に対

し、どうしてくれるかという強い態度で臨

み、問いかけ、早期移転の道筋をつけるた

め、この任期中にみずからめどをどのように

立てようとする行動をとるのか、地域住民も

大きな期待を寄せておりますので、市長から

答弁を求めるものであります。

次に、教育問題の第１点目、求められる教

育改革についてお尋ねします。

まずもって、このたび新しく本市の教育長

に就任された冨田氏に、心からお祝いを申し

上げます。

旧教育基本法の第１０条に「教育は、不当

な支配に服することなく、国民全体に対し直

接に責任を負つて」行うことと相なっている

ところであります。しかし、これまでの文部

科学省の基本姿勢は、法的拘束力を持つ学習

指導要領をはじめ、教育長権限の強化や教科

書の検定強化など上意下達の中央集権体制を

築き上げ、いつも教育現場は上からの指示、

指導を待ち、その指示を仰ぐといった、ゆが

んだものになってはいないのか疑問を感ずる

ものであります。

これまでの学校教育への取り組みを思うと

き、子供一人一人の個性や創造性の重視がど

れほど現場教育に浸透しているか、疑念が残

ります。

今、日本の学校教育に満足して褒めたたえ

る人はどれほどいるのか。詰め込み教育と

か、有名大学を目指す偏差値教育とか、また

一方、いじめ、不登校問題が依然として消え

ることなく吹き出しています。これに対し、

どこから手をつけたらよいのか、教育改革の

道筋がはっきりしないまま中途半端に終わっ

てはいないのか。その根っこにある問題の一

つに、今も変わらない教育委員会や学校教育

の画一や硬直した体質が挙げられているとこ

ろでもあります。

求められる教育改革とは、各学校の多様な

個性や自主性、そして創造性を発揮できるよ

うにし、自立性や自己性、そして当事者能力

の強化を図ることであります。

人づくりの教育には、決まった一定の枠や

基準がありません。学校教育は人づくりであ

り、豊かな心を持った子供の育成が強く求め

られてきているところであります。それは人

間愛や自然愛、そして相互扶助の精神と言っ

ていいでありましょう。よって、もっと地域

の実情に合致した教育の基本方針を確立した

教育改革が急務であります。

教育は一朝一夕になるものではなく、長い

年月がかかります。

本市は、新たに今年度より基本構想に基づ

いたまちづくりの基本計画を策定し取り組ん

でいるところであります。教育行政において

も、独自の教育改革の教育基本計画があって

もしかるべきと考えるものであります。どう

か人づくり教育に向け、教育委員会として新

たにどのような取り組みを考えているか、答

弁を求めるものであります。

次に、教育問題の第２点目、みずから創造

する教育への取り組みについてお伺いをいた

します。

本来、人間は一人一人の顔が違うように、

多くの異なる多様な性格を持っています。そ

れにもかかわらず、今日の学校教育は、テス

トや学力試験のみで判断され、序列化される

生活を子供たちが余儀なくされております。

成績のよしあしだけで人生の生涯や幸せが決

まるわけがないのに、学校や社会が用意した

尺度で枠からはみ出した子供を劣等生と決め

つけ、特別扱いをされます。

人づくり教育とは、画一的な管理教育や社

会の物差しで子供たちを合わせるのではな

く、子供一人一人の能力を引き出して、それ



― 30 ―

を伸ばす努力が、私は教育の目的であると信

じるものであります。

我が国は、豊かな社会づくりに成功した

が、しかし、これから日本を支える人材が道

徳的な規範に疎く、社会連帯意識が欠けてい

るとするならば、おごれる者久しからずの例

えのように、社会の荒廃につながるおそれが

あります。これからの社会は、豊かな社会か

ら安らかで静かな社会が求められておりま

す。

学校教育に当たっても、学力中心から、み

ずから考え判断し、よりよく問題を解決する

力、また、自然や社会の現実に触れ体験する

力、創意工夫する創造力の真のカルチャー教

育等によって、青少年を育成する教育文化国

家を築き上げるべきであります。

今、子供たちは、旧態依然とした管理教育

で激しい受験競争に追い込まれ、詰め込み教

育の弊害が子供たちを塾通いと追い込み、子

供たちの心の中にストレスをためている背景

となってはいないのか。

もともと義務教育は、子供たちにきちんと

した生活習慣を身につけさせ、よく学びよく

遊ぶことを信条に、生き生きとした人間づく

りが第一で、創意工夫する力、善悪を判断す

る力、触れ合いや積極的態度等を楽しく学ぶ

場でありました。だが、これまでの学校教育

は、全国画一の学習指導要領や通達による上

意下達の教育で、県や各市町村の教育委員会

がこれを忠実に守り、学校現場に押しつける

傾向が強く、このやり方に改善の余地はない

のか。

今、地方分権時代を迎え、全ての地方行政

は時代の変化に対応して、これまでの画一か

ら地域の実情に沿った創意工夫の時代へと移

行しつつあります。

教育の目的は、みずから学ぼうとする心を

引き出すことで、自分の教育は自分にあるこ

とを自覚させることであります。近年は、教

育の文字を教えるほうが強くて、育てるとい

うことが少なく、逆さまになってはいないの

か。

本市の教育委員会も、学習指導要領を尊重

しながらも人間をつくるために弾力的に運営

する配慮が重要であります。みずから判断

し、創造する教育に向け、多角的な教育の充

実を期待してやまないが、教育長としてどの

ような取り組みを考えているか、答弁を求め

るものであります。

次に、商業問題の中心商店街の一方通行解

除についてお尋ねをします。

かつて栄えた中心商店街が、なぜ衰退が進

むのか。それは、商店街自体の魅力の低下や

交通問題、そして大型店の進出等、商店街組

織の力量低下などが挙げられてはいるが、基

本的には歩行者の通行量の増減に左右される

とも言われております。これには商店街とそ

の周辺に住む定住人口や商店街を通過する交

流人口、そして他の地区から商店街を訪れる

買い物客の人口に区分されます。

近年、消費者ニーズが多様化して、特に買

い物の場としての機能しか満たせない商店街

は、全国的に魅力に欠け、マイナス的影響を

受けてきております。本市の中心商店街はこ

うした現状にあります。この現状の本市の中

央商店街が生き抜くために何をすべきか。

よく地域の活性化と言うが……。

○副議長（太田博之君） 山本議員、制限時

間２分前です。

○１６番（山本彌一君） はい。

中心商店街の売上力が低下し、住民の多く

が他のまちで商品を買い求めていて、本市全

体の活性化にも大きな影響を及ぼしてきてい

るのが実情であります。個性あるまちづくり

と言われて久しいが、個性あるまちづくりと

は何か。中心商店街の空洞化が進み、これま

で過疎といえば農村を指してきたが、今では

まちの中心部が過疎地域となり、その問題を

抱えております。

こうした現状に対し、当局では一方通行解

除に向けて商工会等と取り組んではきている

と前の質問の際にいただきましたが、現在、

その取り組みはどのようになっているのか、

答弁を求めます。
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以上で、私の一般質問を終わります。

○副議長（太田博之君） ただいまの山本彌

一議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

の御質問の政治姿勢問題の第２点目、基地行

政の取り組みについては私から、そのほかに

つきましては副市長、教育長並びに経済部長

からお答えをさせますので、御了承願いたい

と存じます。

岡三沢５、６丁目の地区については、国の

騒音指定区域の見直しのたびに、その一部が

移転区域に指定され、同じ地区に住みながら

移転対象とならなかった方々については、当

該地区に取り残される形となり、コミュニ

ティーの衰退をはじめ、さまざまな弊害が生

じているものと強く認識しているところでご

ざいます。

このようなことから、当該地区の移転対策

については、当市の重点課題の一つとして位

置づけ、国等に対し、あらゆる機会を捉え要

望を続けてまいりました。

国の回答では、現時点においては防衛施設

周辺の生活環境の整備等に関する法律に規定

する移転対象区域に該当せず、当該地区の移

転は困難であるが、今後の三沢基地の運用状

況を踏まえた騒音区域の見直しの中で検討し

てまいりたいとのことでありました。

しかしながら、さきに行われました日米共

同訓練や作戦即応態勢演習などで、昼夜を問

わず突然響き渡るアナウンスや、あるいはサ

イレン、何よりも航空機騒音に苦しみ、岡三

沢地区住まいを置く皆様に大変な御負担を強

いている現状と、安全な土地で平穏な暮らし

をと願う地域の皆様の心情を察し、苦慮して

いるところであります。

御質問の早期移転の実現に向けた行動と取

り組みについてでありますが、当該地区の皆

様方からの要望を踏まえ、確固たる思いで要

望を継続しておりましたが、さらに市議会の

皆様のお力もおかりしながら、現在、配備が

進むＦ－３５Ａ戦闘機の運用等を踏まえ、こ

れまで以上のまさに強い決意を持って、引き

続き粘り強く防衛省あるいは県選出国会議員

等の関係機関に早期移転を強く求めてまいり

たいと考えております。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 政治姿勢問題の

第１点目、第二次三沢市総合振興計画につい

てお答え申し上げます。

第二次三沢市総合振興計画は、当市の将来

に向けた１０年間の指針として「未来へつな

ぐ 心安らぐ 国際文化都市」を基本理念と

して、ことし４月からスタートいたしまし

た。計画の策定に当たっては、市民アンケー

トの実施や三沢まちづくり座談会の開催によ

り広く市民の皆様から御意見を伺ったほか、

市内各分野からお集まりいただいた三沢市総

合計画審議会において専門的な見地からの御

意見も頂戴しております。

さらに、多くの市民の皆様に市政に対する

興味や関心を寄せていただけるよう、計画書

の内容はわかりやすく、そして伝わりやすい

表現に努めるとともに、市ホームページでの

公開に加え、市の公共施設、学校、温泉、金

融機関などへ計画書を配置することで、多く

の市民の方々に実際の計画書を手にしてごら

んいただけるようにしております。

また、市民の皆様が市政の進捗状況を確認

できるように、毎年度、政策の達成率などを

広報みさわやホームページ等で公表すること

といたしております。

御質問の執行過程における市民の声を聞く

ため、一般公募による委員会を設置すること

についてでございますが、市では計画段階を

はじめ、事業の執行から検証、改善に至る、

いわゆるＰＤＣＡサイクルを市民参加のもと

事務事業を全般にわたって推進しておりま

す。

また、主要な政策執行の際は、関連する審

議会や委員会において御審議をいただくほ

か、インターネット市政モニター制度を活用
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したアンケート調査や関係者に対するヒアリ

ング調査などを実施し、さまざまな観点から

幅広く御意見を頂戴しております。

今後におきましても、市政の健全な推進に

当たっては、より多くの市民の方々の声を伺

うことが肝要であることから、広く御意見を

拝聴し、政策の効果的な遂行に努めてまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） 商業問題の中心

商店街の一方通行解除についてお答えいたし

ます。

御質問の中心商店街の一方通行解除につき

ましては、以前、三沢警察署長から、規制解

除の要件として道路幅員の拡幅の必要性が示

されており、これに基づき道路管理者である

県と協議したところ、拡幅等には多大な費用

と時間がかかることが見込まれ、現状では拡

幅は考えていないとの回答をいただいており

ますが、商業振興を図る上で当該路線の規制

緩和等は大変重要な課題であると考え、関係

機関等へ働きかけを行ってまいりました。

このような中、平成２９年７月、商工会、

三沢地区交通安全協会、三沢交通安全協会か

ら、一方通行区間の規制により、これと並行

し三沢シティホテルからつぼ八に延びる道路

の危険性が高く、事故も頻発していることか

ら、車両交通の円滑化と交通安全確保の観点

で三沢市中心市街地交通安全対策に係る要望

書の提出があり、これを踏まえ、一方通行区

間の規制緩和等について検討を進めていると

ころであります。

また、中心商店街を取り巻く環境は、近

年、人口減少や少子高齢化、大型店舗や郊外

型店舗の進出、さらにはインターネット販売

などによる消費行動の変化などもあり、大変

厳しい状況となっておりますが、当該地域は

地域に密着した買い物の場として、また、交

流の場として、さらにはまちの顔として、大

変重要な役割を担っていると考え、これまで

も商工会や商店会、まちづくり団体などとと

もに、当該地域のにぎわいの創出や活性化に

向け諸施策を講じてまいりました。

今後におきましても、活性化に向けた施策

として、商工会などとともに大学との連携を

図り、大学生や高校生などの新たな視点も取

り入れながら多くの方々にかかわっていただ

く仕組みを構築するなど、一つ一つの取り組

みを積み重なることで、中心商店街の活性化

につなげてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 教育問題の第１点

目、求められる教育改革についてお答えをい

たします。

当市では、これまで三沢市総合振興計画の

基本理念である「人とまち みんなで創る

国際文化都市」の実現に向け、三沢市総合教

育会議を開催し、教育行政の基本指針である

三沢市教育大綱を策定してまいりました。

この教育大綱では、将来、児童生徒が創造

性や個性を生かしつつ社会の中で自立して豊

かな人生を送れるよう、確かな学力の育成、

豊かな心の育成、健康で活力のある体の育成

の三つの育成方針を示してきているところで

あります。

質問にありました教育振興基本計画につき

ましては、教育委員会では、この教育大綱を

受け、平成２７年度から３１年度までの５カ

年間を期間とする教育振興計画を策定してき

ているところであります。

この計画では、社会を生き抜く力の養成な

ど四つの基本的方向性、夢の実現に向け知徳

体を育む学校教育など八つの教育成果の目

標、教職員の資質能力の向上など１５の基本

施策を示し、安全・安心な教育環境のもと、

グローバル化の進展など、変化の激しい社会

を生き抜く力の養成を図り、夢を実現する人

づくりを目指してまいりました。

今年度、「未来へつなぐ 心安らぐ 国際

文化都市」を基本理念とする第二次三沢市総

合計画振興計画が始まりました。教育委員会

といたしましても、みんなが学べるまちづく
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りに即し、現在の教育振興基本計画の達成状

況を確認するとともに、市の新しい総合振興

計画や教育大綱とのつながりを考慮しながら

適切に見直し、改善を図ってまいりたいと考

えているところであります。

その際、これからの学校教育では、よりよ

い社会をつくるという目標を学校と社会とが

共有し、連携協働により実現していくことが

求められていることから、校長のリーダー

シップのもと、地域の人材、自然や環境、施

設等を生かした体験的な学びを積極的に取り

入れるなど、学校運営に創意工夫を凝らし、

創造性、人間性豊かな子供を育成する教育振

興基本計画となるよう、改善を図ってまいり

たいと考えているところであります。

以上でございます。

続きまして、教育問題の第２点目、みずか

ら創造する教育への取り組みについてお答え

をいたします。

昨年１２月に教育長に就任以来、市策定の

計画や大綱等を踏まえ、三沢市の教育振興を

図る上での基本的な教育長としての構想を教

育委員会内はもちろん、校長会、教頭会、三

沢市連合ＰＴＡ役員会等を通じて各関係者に

示してまいりました。

私の基本理念は「教育は人づくり 人の中

で人になる」であります。この理念のもと、

方針の一つ目は、人とのかかわりを基盤に夢

を育み、志を高く持つ子の育成であります。

これは、学校で身につける基礎的基本的学

習事項の定着を図りながら集団で活動するこ

とのよさと大変さの経験、人の生き方に触れ

る活動、外国の方々との交流などを通し、自

分の目標や夢を粘り強く追求し、志へと高め

る教育を推進してまいりたいということであ

ります。

二つ目は、不安・不信感の減少、解消で

す。

これは、子供と教師、保護者と教師、保護

者同士が直接顔を見て向き合う時間や場面を

ふやすとともに、情報の交換や共有を行い、

安心感が高まる教育を推進してまいりたいと

いうことであります。

三つ目は、依存に負けない習慣づくりの推

進です。

私は、生まれながらの資質能力の優劣にか

かわらず、よい習慣を身につければ、自分の

進む道で力を発揮できる人間になると思って

おります。このことから、幼稚園、保育園、

小・中・高等学校の縦の接続、学校・家庭・

地域・行政の横の連携を重視し、よい学習習

慣や生活習慣を身につけさせ、一人一人が自

分の可能性を最大限に発揮できる教育を推進

してまいりたいということであります。

このような教育の実現に向け、教育長とし

て具体的に方針を示しつつ、教育委員会各担

当課、各学校がそれぞれ連携をし、それぞれ

が責任と役割を自覚し、創意工夫や主体的な

取り組みにより、ふるさと三沢の人や自然と

の触れ合いを通して、みずから判断し、創造

する力や豊かな心を育成する教育が実現でき

るよう、しっかりとリーダーシップを発揮し

てまいる所存でございます。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 山本議員。

○１６番（山本彌一君） それでは、何点か

再質問させていただきます。

はじめに、政治姿勢問題の２点目、基地行

政の取り組みについて市長から答弁をいただ

きましたけれども、今までの岡三沢５、６丁

目の実態は述べていただくけれども、その解

決方法を引き続いて国、関係機関に強く訴え

ると、その気持ちはわかりました。しかしな

がら、その一方で、今も基地周辺地域住民が

じっとその爆音に苦しんでいるのが事実であ

ります。そこで、再度質問させていただきま

す。

私は、国防という観点から考えると、国の

安全と防衛は全国民が担うものであり、一部

のそうした基地周辺地域住民がその犠牲を負

う何物でもないという点であります。日本政

府は、基地から発生する苦情をなくしてこ

そ、真の意味の基地と住民の調和が図られ、

市長が目指す基地との共存共栄の真の道も開
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かれると思っております。

三沢米軍基地は、事に当たって戦略拠点に

位置づけられ、その結果、三沢米軍基地から

発生する岡三沢５、６丁目の住民が苦悩の

日々に明け暮れているのが実情であります。

この実態は、地域住民の願いである、静けさ

のある平穏な日常生活を日本国民としてひと

しく享受したいという純粋な願いが渦巻いて

おります。そういう状況にあります。

これまでの各地でのジェット騒音訴訟で最

高裁の判断は、国の公共利益は基地周辺地域

住民の犠牲で保たれていると日常生活の苦痛

を認定しております。つまり。補償しなさい

という、国が負けたのですよ、裁判で。最高

裁ですよ。それも１例、２例ではない。

その状況に言いたいことは、全て国の法律

がどうこうではない、基地から発生するのは

国の責任なのだというのを最高裁でうたって

いる、あるいは判定が下されたということ。

市長がここをいつでもお願いお願いでは、こ

の岡三沢５、６丁目の期待には沿えないと思

う。

あと１年、方向性を示すためにも、より一

層、これからもお願いは来るでしょう、国の

いろいろな配備に。そのときがチャンスで

す。そのときに対等な立場で、協力はするも

ののこういう問題はありますよと強い態度で

臨めるかどうかが、基地周辺地域住民の期待

に応えるかどうかにかかっているので、再度

その強い答弁をいただければと思います。

次に、商業問題、中心商店街の一方通行解

除について再質問させていただきます。

本市の商業関係者は、中心商店街の未整備

の道路の拡幅を図り、一方通行解除を実現

し、中心商店街の利便性を高め、商店街の復

権への環境を整えたいと考えております。

現在は、高齢社会にあって、誰もが気軽に

歩いて買い物を楽しめる商店街が望まれてお

ります。この意味において、本市の中心商店

街の道路整備がまだ道半ばであり、その整備

が急がれております。

それには、何といっても行政のこの課題の

取り組み姿勢が定まらないと、商工会をはじ

め、商業者の対応も決断も鈍りがちでありま

す。したがって、行政もコミュニティーの回

復を図るため、強力な指導力が求められてお

ります。先ほどの答弁だと、これまでの答弁

でやっている点にすぎません。

本市の中心商店街の整備の計画に当たっ

て、活性化に場当たり的な対応ではなく、こ

の際、抜本的な活性化に向け、大町交差点ま

での大通アーケード街の一方通行解除のた

め、商店のセットバックを図り、商工会や商

業者と一体となってプロジェクトチームを確

立して取り組まなければ、全く進まないと私

は考えるものであります。この点について再

質問いたします。

次に、教育問題、長いので最後の質問だけ

にかえますので。今、教育長から答弁いただ

きました。そのとおり。それを実現できるか

どうか強いリーダーシップに期待するもので

ありますので、１点。

第二次の我が三沢市振興計画の中でも、国

際文化都市を基本理念としております。これ

は、前の第一次のときと変わりませんけれど

も。

そこで、問題は、国際化の時代でありま

す。今必要とされているのが、グローバル化

の国際語である英語、これがなぜ今日まで中

学校あるいは大学、一貫して英語教育が実施

されてきている割には、聞ける話せる方が意

外と多くありません。

我が三沢市は、先ほども国際色豊かな町で

あります。その条件がそろっております。問

題は、この個性を学校教育にどう生かすの

か、我が三沢市の個性をどう生かすのか。

教育関係者においても、ここにはいいもの

が、先ほどの米軍基地の問題は問題として、

米軍基地内に小中学校、大学もあったと思う

のだけれども、そういう学校施設がこの基地

に整っております。各学校に仲立ちするとい

うか、聞ける話せる、やっていると思うのだ

けれども、もっと積極的に教育委員会が中心

になって各学校に、小中学校のベースのそう
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した関係者と話し合って、どんどん一緒に遊

んだり交流を深めて、話せる聞ける、そうし

た方向に持っていけるのかどうか、お願いし

たいのだけれども、答弁をお願いいたしま

す。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

基地問題については、山本議員と思いは一

緒でございます。国防とは言いながらも一部

の人が犠牲になるということは、決して許さ

れることではないわけでありまして、それは

本当に同感であります。

これからの対応というようなことでありま

すが、もちろん申し上げたようにＦ－３５が

逐次配置されますので、そのことを思いなが

ら精いっぱい頑張りますので、よろしくお願

いします。御安心ください。

○副議長（太田博之君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） 道路の整備が道

半ばだと、全体を抜本的に拡幅・セットバッ

クして商店街の活性化を図るべきだと、商工

会と一緒になってという話でございますが、

これに対してのお答えになります。

三沢市としても、商店街とか商工会と一緒

に商店街の活性化に向けていろいろな施策を

講じていく、こういう考えでございます。

その中で、今言ったセットバックの問題に

つきましては県、そして補助金を出すとすれ

ばその関係機関、そしてこれに伴う、例えば

市の持ち出しもございます。そういうことを

含めますと、そこの地域の商店街だけではな

く、市民も含めた理解が得られてはじめて進

められることだと思っております。

先ほども申し上げましたように、まずは商

店街の顔となる活性化に向けていろいろなこ

とを検討し、そして実際に進めていく中で、

その問題もあわせて検討していきたいと思い

ます。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 教育問題の再質問

についてお答えをいたします。

国際化教育、英語教育のことについての再

質問でございましたけれども、先ほど申し上

げました、私就任してからの基本理念である

とか基本的な考え方の中の、実は具体的な施

策を五つ掲げました。その中の５番目に、三

沢の英語教育セカンドステージへという項目

を掲げて、教育委員会の中ではもう指示して

いるところでございます。

それは、全国に先駆けて英語の特区申請を

して、英語教育を小学校の１年生からやって

十数年が過ぎました。でも、今年度から始ま

る新しい学習指導要領等の中身においては、

全国で文科省の学習指導要領で小学校から英

語教育が始まる。そうなってくると、従来、

三沢が全国に先駆けて先行してやっていた三

沢の特性というのが、だんだん縮まってくる

ような私は危機感を持っております。そうい

うのも踏まえて、三沢の英語教育セカンドス

テージ、どういうようにして三沢の置かれて

いる条件を生かして全国に先駆けて進めてい

くのか、これから鋭意研究していくところで

ございます。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 以上で、山本彌一

議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（太田博之君） 本日の日程は終了

しました。

なお、明日も引き続き市政に対する一般質

問を行います。

本日は、これをもって散会します。

お疲れさまでした。

午後 ２時２９分 散会
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